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事業者アンケート結果
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調査概要
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町内の宿泊事業者の実態と、観光や宿泊税に関する意向を把握するため、町内の全宿泊施設を対象に実施した。

対象者 町内の宿泊事業者 723施設

調査方法
各事業者へ案内はがきを郵送し、はがきに記載の二

次元コードからオンライン上で回答

主な設問

施設の基本情報（種別・客層・受入環境等）／経営

状況と経営課題／富士河口湖町の観光の強み・不足

しているもの／町に期待する支援／宿泊税の認知状

況・不安なこと／自由意見

回収期間
2026年8月4日発送（締切8月31日／リマインドの

うえ9月15日まで受付）

回答数 222件（回収率 30.7％）

※ 回答は10室未満 66％・従業員1〜5人 74％と、小規模事業者が中心。

施設種別（n=222）

22（10%）

21（9%）

97（44%）

82（37%）

その他

住宅宿泊事業（民泊）

簡易宿所（ゲストハウス等）

ホテル・旅館

客室数

9（4%）

12（5%）

13（6%）

42（19%）

146（66%）

100室以上

50～99室

30～49室

10～29室

10室未満

従業員数

23（10%）

18（8%）

16（7%）

165（74%）

31人以上

11～30人

6～10人

1～5人

所在地域

3（1%）

3（1%）

10（5%）

18（8%）

23（10%）

30（14%）

14（6%）

26（12%）

30（14%）

65（29%）

富士ヶ嶺

本栖

精進

勝山・大嵐

長浜・西湖・根場

大石

浅川

河口

小立

船津



調査結果のサマリー
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調査結果のサマリーは以下の通り

■ インバウンド 外国人比率は「二極化」

外国人宿泊者「半数以上」47％ ⇔ 「ほぼいない・1割未満」34％。多い国・地域は台湾・アメリカ・香港の順。

■ 経営 最大の経営課題は「老朽化・設備更新」。投資意欲は一定程度存在。

経営課題1位「老朽化・設備更新」40％。今後強化したいことは「宿泊単価向上」52％・「客室や施設改修」47％ と、

設備投資・単価向上への意欲が見られる。

■ 町への評価 強みは自然景観で圧倒的合意。不足は「受入環境」に集中

強み「湖と富士山の自然景観」97％・「都市圏からのアクセス」61％。不足は「渋滞対策」38％を筆頭に二次交通・

ごみマナー等が上位で、旅行者アンケートの低満足項目と一致する。

■ 宿泊税 内容まで理解しているのは約46％。「説明・事務の負担」への不安が大きい

不安は「宿泊客への説明負担」71％・「事務負担」67％。丁寧な情報提供・事務負担軽減・使途の見える化（充当方針

）が必要。



回答者の宿泊客層とインバウンドの状況
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• 客層は夫婦・子連れ家族・友人グループが中心。合宿・修学旅行の受け皿となっている施設も一定数。

• 外国人比率は「半数以上」47％と「ほぼいない・1割未満」34％に二極化。多い国・地域は台湾・アメリカ・香港の

順で、欧米豪も上位。

主な宿泊客層（3つまで）

9（4%）

18（8%）

22（10%）

35（16%）

41（18%）

45（20%）

50（23%）

64（29%）

65（29%）

69（31%）

76（34%）

81（36%）

ビジネス

サークル等の団体旅行

修学旅行

スポーツ・音楽合宿

その他家族連れ（三世代…

恋人同士

個人旅行者

友人・知人（4人以上）

友人・知人（2～3人）

子連れ家族（未就学児）

子連れ家族（小中学生）

夫婦

※ このほか自由記述（その他） 6件

外国人宿泊者の割合

105（47%）

19（9%）

22（10%）

20（9%）

56（25%）

半数以上

3～5割程度

1～3割程度

1割未満

ほぼいない

外国人で多い国・地域（3つまで）

16（7%）

18（8%）

39（18%）

39（18%）

40（18%）

57（26%）

65（29%）

120（54%）

イギリス

韓国

タイ

中国

オーストラリア

香港

アメリカ

台湾

※ このほか自由記述（その他） 95件（「外国人宿泊はほぼいない」等の回答を含む）



受入環境・取組状況（12項目）
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• Wi-Fi（実施済 92％）・キャッシュレス決済（69％）・多言語案内（58％）は標準装備化が進む一方、バリアフリ

ー対応は1〜2割にとどまる。

• 防災系（避難行動マニュアル・BCP・備蓄品）は「実施の予定がある」を含めて動きの途上であり、計画の基盤強化

（レジリエンス）の裏付けデータとなる。

39%

22%

44%

92%

7%

10%

16%

56%

45%

47%

58%

69%

31%

27%

36%

3%

5%

4%

3%

9%

15%

1%

6%

4%

30%

51%

20%

5%

87%

86%

81%

35%

41%

52%

36%

27%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

備蓄品整備

BCP策定

避難行動マニュアル

Wi-Fi整備

バリアフリー③（ピクトグラム）

バリアフリー②（客室）

バリアフリー①（車椅子移動）

自社予約サイト

SNS運用

外国語対応スタッフ

多言語案内

キャッシュレス決済

実施済 実施の予定がある 実施の予定はない



経営の現状と課題
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• 経営状況は「普通」以上が 73％ だが、客室稼働率は「〜40％」が 38％ と施設間の幅が大きい。

• 課題の最多は「老朽化・設備更新」40％（課題整理I-2の裏付け）。強化したいことは「宿泊単価向上」52％・「客

室や施設改修」47％と、投資意欲がうかがえる。

年間の客室稼働率

33（15%）

43（19%）

61（27%）

85（38%）

80%以上

60～80%

40～60%

～40%

現在の経営状況

21（9%）

39（18%）

91（41%）

42（19%）

29（13%）

厳しい

やや厳しい

普通

やや良い

良い

経営課題（3つまで）

5（2%）

9（4%）

12（5%）

12（5%）

19（9%）

19（9%）

22（10%）

22（10%）

23（10%）

28（13%）

30（14%）

33（15%）

56（25%）

64（29%）

72（32%）

88（40%）

他業種との連携

資金調達（融資）の困難さ

予約や顧客管理でのIT技術の活用

外国人対応ができる人材の雇用

従業員の賃上げ

高価格帯ニーズへの対応

SNS等の情報発信活用

従業員への教育

特にない

後継者不足（事業承継等）

宿泊日数（滞在時間）が短い

マナー問題

人手不足

適切な宿泊単価の設定

客室稼働率の低迷

老朽化・設備更新

※ このほか自由記述（その他） 7件

今後3〜5年で強化したいこと（3つまで）

6（3%）

12（5%）

17（8%）

23（10%）

25（11%）

34（15%）

34（15%）

50（23%）

59（27%）

105（47%）

116（52%）

ナイトコンテンツとの連携

他事業者との連携

富裕層向け対応

外国人受入強化

特にない

SNS・情報発信

体験消費の充実

長期滞在促進

リピーター獲得

客室や施設改修

宿泊単価向上

※ このほか自由記述（その他） 5件



富士河口湖町の観光への評価（強み・不足）
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• 強みは「湖と富士山の自然景観」97％ で圧倒的な合意。「都市圏からのアクセス」61％、「世界文化遺産の構成資

産」28％ が続く。

• 不足は「渋滞対策」38％ を筆頭に受入環境系が上位で、旅行者アンケートの低満足項目（交通・混雑・トイレ）と

一致する。雨天時・夜間など「滞在中の過ごし方」の不足も上位。

観光の強み（3つまで）

9（4%）

17（8%）

22（10%）

25（11%）

32（14%）

62（28%）

136（61%）

216（97%）

食

温泉

アクティビティ

宿泊環境

ブランド力

世界文化遺産の構成資産

都市圏からのアクセス

湖と富士山の自然景観

※ このほか自由記述（その他） 3件

観光地として不足しているもの（3つまで）

16（7%）

20（9%）

22（10%）

26（12%）

27（12%）

30（14%）

32（14%）

34（15%）

46（21%）

55（25%）

60（27%）

63（28%）

84（38%）

観光案内

外国語対応

災害時対応

高付加価値化

駐車場対策不足

一部の施設への混雑集中

情報発信

夜間観光

景観保全

雨天時コンテンツ

二次交通の充実

ごみ・マナー対策

渋滞対策

※ このほか自由記述（その他） 40件（歩道・公共トイレ・タクシー不足・食事処 等）



町に期待する支援と宿泊税
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• 期待する支援は観光PR・景観保全・混雑対策・二次交通が上位で、個社支援より「地域全体の魅力・受入環境」への

期待が強い。

• 宿泊税を「内容まで理解している」のは 46％。不安は「宿泊客への説明負担」71％・「事務負担」67％。丁寧な情

報提供と事務負担軽減策、使途の見える化（充当方針）が必要。

町に特に期待する支援（3つまで）

15（7%）

15（7%）

20（9%）

32（14%）

33（15%）

40（18%）

63（28%）

64（29%）

64（29%）

65（29%）

68（31%）

76（34%）

外国人受入支援

観光人材確保支援

デジタル化支援

高付加価値化支援

情報発信強化

防災対策

観光施設整備

二次交通の充実

国内向け観光PR

混雑対策

景観保全

海外向け観光PR

※ このほか自由記述（その他） 16件

宿泊税の認知状況

6（3%）

113（51%）

103（46%）

本アンケートで初めて聞いた

名前は知っているが内容は知らない

内容や仕組みを理解している

宿泊税導入で不安なこと（複数回答）

20（9%）

52（23%）

78（35%）

83（37%）

149（67%）

157（71%）

特にない

他地域との競争

システム改修

宿泊客減少への不安

事務負担

宿泊客への説明負担

※ このほか自由記述（その他） 25件。使途の明確化・透明性を求める声が目立つ


